
以下に掲げる資料は、経済審議会における審議に供す

るため経済企画庁総合計画局において作成したもの

を、同局の責任においてと　りまとめたものである。
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内　外　の　経　済　情　勢

「世界とともに生き卑日本一経済運営5ヵ年計画－」の

推進状況と今後の課題⊥参考資料－
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11＿．　高歯令者の労働力率
12．　労働日寺問の推移　　　．
1　3．　物イ己石

1　4．　ニュ－≡ヨ－ク、　ハンブルクと上ヒ較した

1　5．

1　6．

1　7．

1　8．

1　9　＿

2　0．

東京の生言十費の物イ面水準の推移

土也価公示個五格の地域男り推移

株イ誼iの動向
輸出
申翁入
匡I際Jl又支

ガ毎夕も越藍1宴1文筆壬♂⊃動l句

司三Ji弦　3　勾三　1　2　ノヨ

範董方等二d≧荘玩J〒総合計1一画J司
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瑠
誉
去i，

一男
，一ノー

（前年比：％）

1．世界の実質経済成長率

●

1 9 ＿8 5 1 9 8 6 1 9 8 7 1－9 8 8 1 9 8 9 1 9 9 0

世　　 界　　 計 3．5 3．1 3．5 4．4 ・3．3 2．2

先 進 工 業 国 3．4 2．7 3．4 4．5 3．3 2．6

米 国 3．4 2．7 3．4 4．5 2．5 1．0

日本 5．2 2．6 4．3 6．2 4．7 5．6

E C 2．4 2．8 2．7 3．9 3．5 2．8

ドイ ツ ＿ 1．8 2．2 1．5 3．7 3．8 4．5

発 展 途 上 国 3．6 4．0 3．8 3．9 3．2 1．0

ア ジア 6．9 6．8 8．1 9．0 畠．4 5．5

A N I E S 4．4 1 1．0 12．2 9・年 6．3 6．7

中 国 1 2．7 8．3 1 1．0 10．9 3．6 5．0

中 東 ▲ 0．′2 ▲ 0．6 ▲ 0．6 3．8 4．6 0．7

ラテン7川 力 3．4 4．1 3．0 0．5 1．4 ▲ 0．9

ア フ リカ 4．0 1．6 1．0 4．1 3．5 2．1

ソ連 ・東欧 1．2 3．3 2．6 4．3 1．9 ▲ 3．6

（備考）1．T MF rlnternationa］Financial SLalislicsJ、rWorld Economic Out100kJ

UN「hlontIlly Bullctin of SlaHsHcsJ、世界銀行r＾TL＾S」等により作成。
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2．　世界貿易イ申こド率の推移
（前年比：％）

1 9 8 5 1 9 8 6 1 9 8 7 1 9 8 8 1 9 8 9 1 9 9 0

世　 界　 計 2 ．9 4 ．5 6 ．5 9 ．1 6 ．9 4 ．3

先 進 工 業 国　 輸 出 4 ．3 3 ．0 5 ．2 8 ．6 6 ．6 5 ．9

輸 入 4 ．5 9 ．0 7 ：2 9 ．0 7 ．9 5 ．2

米 国　　　 輸 出 3 ．2 8 ．0 1 4 ．5 2 2 ．5 1 0 ．9 9 ．0

輸 入 4 ．5 1 3 ．4 5 ．8 6 ．6 5 ．8 3 ・7

日 本　　　 輸 出 4 ．6 ▲ 0 ‘6 0 ．3 5 ．1 3 ．8 5 ．0

輸 入 0 ．4 9 ．5 9 ．3 1 6 ．7 7 ．8 5 ．8

E C　　　 輸 出 3 ．9 ・ 3 ．1 4 ．6 6 ．9 6 ．9 4 ．9

輸 入 4 ．2 7 ．8 8 ．6 8 ．3 7 ．4 6 ．5

ド イ ツ　 輸 出 5 ．9 1 ．3 2 ．8 7 」4 7 ．4 4 ．5

輸 入 4 ．1 6 ．2 5 ．4 6 ．7 6 ．9 1 3 ．0

発 展 途 上 国　 輸 出 0 ．1 ・ 8 ．6 9 ．1 1 0 ．1 4 ．6 ▲ 0 ．7

輸 入 0 ．2 ▲ 2 ．9 5 ．9 9 ．8 苧・8 3 ．4

ア ジ ア　　 輸 出 3 ．2 1 5 ．5 1 9 ．5 1 3 ．1 9 ．3 5 ．8

輸 入 7 ．8 4 ．1 1 4 ．2 1 9 ．7 1 2 ．3 5 ．5

A N I E S　 輸 出 4 ．1 2 1 ．2 2 1 ．9 1 4 ．1 8 ．2 2 ．4

輸 入 L O 1 5 ．3 2 2 ．7 2 0 ．9 14 ．3 6 ．8

ラテン7 メ佃　 輸 出 1 ．0 ▲ 4 ．9 1 0 ．0 1 0 ．2 5 －9 3 ．2 、

輸 入 0 ．1 3 ．2 5 ．8 6 ．2 2 ．0 7 ．3

（備考）1．日MF「Ilけe川aLional Financial SlalislicsJ、「World Ec別10mic Oullook」

UN rMolllllIy Bullctin or Stalistics」、世界銀行rATI，＾SJ等により作成。

2．世界計とは輸出と輸入の合計。
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3．　発展途上国の債務残高
（単位：10億ドル）

19 8 5 198 6 19 87 19 88 198 9 19 90 p

D R S 報 告 国 債 務 合 計 a 9 37 1，0 2 8 1，15 2′ 1，13 7 1，14 7 1，22 1

長　 期　 鐸　 務 7 68 8 67 98 0 96 0 9 5 9 1，0 15

公　 的　 債　 務 29 4 3 57 4 33 4 3 7 4声4 52 1

民　 間　 債　 務 4 7 3 5 1 1 54 7 5 2 3 5 05 494

短　　 期　　 債　　 務 12 9 1 18 12 8 142 15 6 169

用F ク レ ジ ッ トの 利 用 40 4 3 4 3 3 5 3 2 36

そ の 他 の 途 上 国 債 務 合 計 畢9 9 9 1 1 16 12 8 1 14 120

途 上 国 全 体 債 務 合 計 1，0 26 1，12 7 1，26 8 1，2 6 5 1，2 6 1 1．34 1

（備考）1．World Bank，恥rld Bebt Tablesl990－1991により作成。

2．a世界銀行のDRS（債務報告制度）に報告を行っている諸国。p実績見込み。

3．その他の途上国は、世界銀行の推計。

4．　El　－　米　一　独の経常1【又支の推移
（単位：10億ドル）

●

19 85 19 8 6 198 7 ． 19 8 8 19 89 19 90

日　　　　 本 49．2 8 5．8 87．0 7 9．6 57．2 3 5，8

米　　 ・‾国 ▲ 12 2．3 ▲ 145．4 ▲＿16 0．0 ▲ 12 6．2 ▲ 10 6．3 － ▲ 9 2．1

ド　 イ　　 ツ 16．4 39．5 4 5．9 5 d．3 5 5．4 4 7．9

90／4－6 7－9 10－12 9 1／ト3 4－6 7－9

日　　　　 本 7．9 7．0 6．4 17．8 18．7

l

19．4

米　　　　 国 ▲ 2 2．2
l

▲ 2 3．9 ▲2 3．4 10．5 3．0 －

ド　 イ　　 ツ 1 1．3 1 9．4 8．5 ▲　 5．8 ▲　 6．3 －

（備考）1．日本銀行「国際収支統計月軌等により作成。

2．日本、米国は季節調整値。

3．ドイツは、90年7月以降、統一ドイツベース。
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5．　実質国民総支出
（単位：％）

年 度 （前 年 度 比 ）

6 0 6 1 6 2 6 3 冗 2

実 質 経 済 成 長 率 4 ．8 2 ．9 4 ．9 6 ，0 4 ．6 5 ．5

国 c　 内　 需　 要 4 ． 1 4 ．0 6 ．0 7 ．2 5 ．3 5 ．4

民　 間　 需　 要 5 ．3 3 ．6 6 ．6 8 ．5 6 ．1 5 ．7

民 間 最 終 消 責 支 出 3 ．6 3 ．8 4 ．1 5 ．5 3 ．8 4 ．0

民　 間　 住　 宅 2 ．7 1 0 ．6 2 6 ．3 4 ．g 1 ．0 4 ．、9

民 間 企 業 設 備 1 2 ．2 3 ．0 8 ．．6 1 6 ．8 1 4 ．6 1 2 ．1

1

′ 公　 的　 需　 要
▲ 1 ．6 5 ．8 3 ．0 0 ．9 1 ．3 3 ．5

政 府 最 終 消 費 支 出 1 ．6 4 ．5 0 ．4 2 ．2 1 ．8 2 ．4

公 的 固 定 資 本 形 成 ▲ 6 ．4 6 ．2 ノ9 二3 0 ．4 ▲ 0 ．1 4 ．4

内　 需　 寄　 与 度 3 ．9 3 ．9 5 ．8 7 ．1 　 5 ．3 5 ．4

外　 需　 寄　 与　 度 0 ．9 ▲ 1 ．0 ▲ 0 ．9 ▲ 1 ．1 ▲ 0 ．7 0 ．1

四 半 期 （前 年 同 期 比 ）

2 ／4 －6 7 －9 1 0 －1 2 3 ／ 1 －3 4 －6 7 －9

実 質 経 済 成 長 率 、 6 ．3 5 ．2 4 ．6 6 ．1 4 ．5 4 ．2

国　 内　 需　 要 7 ．1 6 ．0 4 ．1 4 ．8 2 ．7 2 ．7

民　 間　 需　 要 7 ．5 6 ．4 4 ．3 5 ．1 2 ．8 2 ．4

民 間 最 終 消 費 支 出 6 ．6 チ・7 2 ．3 2 ．7 2 ．0 2 ．9

民　 間　 住　 宅 3 ．2 8 ．0 6 ．0 1 ．9 ▲ 5 ．8 ▲ 1 1 ．7

民 間 ．企 業 設 備 1 5 ．0 1 1 ．6 1 1 ．4 1 1 ．0 7 ．3 5 ．2

公　 的　 需　 要 4 ．7 3 ．5 2 ．9 3 ．3 2 ．4 4 ．5

政 府 最 終 消 費 支 出 1 ．9 1 ． 1 3 ．0 3 ．6 4 ．0 3 ．6

公 的 固 定 資 本 彪 成 9 ．5 4 ．0 3 ．7 2 ．6 1 ．7 7 ．0

内　 需　 寄　 与　 度 7 ， 1 5 ．9 4 ． 1 4 ．9 2 ．7 2 ．7

外　 需　 寄　 与　 度 ▲ 0 ．8 ▲ 0 ．8 0 ．－5 1．3 1 ．8 1 ．5

（備考）1．経済企画庁「国民経済計算」等により作成。
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肇

（単位：兆円、カッコ内：タ‘）

6．－般全書十歳入歳出の推移の概要

年　 度 6 0 6 1 8 2　‾ 6 3 フC 2 3

（歳　 入）

1．租税及び印紙収入 38．2（70．7） 41．9（74．1） 46．8（76．2） 50．8（78．7）

l

54．9（81．7）

l

59．1（86．3） 61．8（87．8）

所　 得　 税 15．4（28．6） 16．8（29．8） 17．4（28．4） 18．0（27．8） 2 1．4（31．9） 24．3（34．9） 25．7（36．8）

法　　 人　　 税 12．0（23．2） 13．1（25．8） 15．8（25．8） 18．4（28．5） 19．0（28．3） 18．6（26．8） 19．3（27．4）‘

消　　 費　　 税 － （一 ） － （－ ） ー （－ ） － （－ ） 3．3（4．9） 4．9（7．0） 4．9（7．0）

そ　　 の　　 他 10．7（18．9） 12．0（21．2） 13．5（22．1） 14．4（22．4） 11．2（16．7） 11．3（17．6） 11．8（16．8）

2 ．そ　 の‾他　 収　 入 3．‾5（6．5） 3．4（5．9） 5．2（8．4） 6．6（10．3） 5．7（8．5） 3．0（4．4） 3．2（4．6）

3 ．公　　 債　　 金 12．3（22．8） 11．3（絃 9） 9．4（15．3） 7．2（11．1） －6．6（9．8） 6．3（9．3） 5．3（7．6）

（歳　 出）

1．国　　 債　 ．受 10．2（19．2） 10．7（19．9） 11．9（20．5） 12．0（19．6） 12．1（18．4） 14．4（20．7） 1：6．0（2乙の

2 ．地方交付税交付金 9．7（18．3） 9．7（18．1） 11．1（19．22 13．0（21．2） 15．0（22．7） 15．9（22．9） 16．0（22．7）

3 ．産業投資特別会計

へ繰入

4 ．・一　 般　 現　 出

ー （一 ）

33．1（62．5）

－ （－ ）

33．2（62．0）

0．5（0．8）

34．4（59．5）

1．3（2．1）

35．1（57．1）

1．2（1．・9）

37．6（57．0）

1．3（1．9）

38．0（54．5）

1．3（1．8）

37．0（52．6）

社会保障関係費 9．9（18．7） 10．1（18．9） 10．2（17．7） 11．7（19．1） 12．4（18．8） 11．5（16．6） 12．2（17．4）

文教科学振興費 4．9（9．2） ・4．9（9．0） 5．0（8．7） 5．0（8．1） 5．．1（7．7） 5．4（7．7） 5．4（7．7）

恩 給 関 係 費 1．9（3．5） 1．9（3．5） 1．9（3．3） 1．9（3．1） 1．8（‘2．8） 1．8（2．6）‾ 1．8（2．6）

防 衛 関 係 費 3．2（6．0） 3．3（6．2） 3．5（6．0） 3．7 （6．0） 3．9（6．0） 4．3（6．1） 4．4（6．2）．

公共事業関係費 6．9（13．0） 7．q（13．1） 7．4（12．8） 6．7（10．9） 7．4（11．2） 7．0（10．・1） 6．6（9．4）

経 済 協 力 費 0．5（1．1） 0．6（1．1） 0．7（1．1） 0．7（1．2） 0．8（1．2） 0．8（1．1） 0．8（1．2）

そ　　 の　　 他 5．8（11．0） 5．4（10．2） 5．7（9．9） 5．4 （8．7） 6．2（9．3） 7．・2（10．3） 5．8（8．1）

（備考）1．大蔵省「決算の説明」等により作成。

2．平成元年度まで決算、平成2年度は補正後予算、平成3年度は当初予算。

3．かっこ内は構成比。
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7．　公債残高、　公債発行等頁、　公債依存度

［

．二言

竃

巨．一

巨
1r

葦

j

蓬

i

匡

［

年 　 虔
一一6 0 6 1 6 2 6 3 冗 2 3

公

債

残

高

特 例 国 債 （ 兆 円 ） 5 9 ． 2 6 3 ． 7 6 5 ． 3 6 5 ． 4 6 4 ． 1 8 4 ． 5 約 6 3

建 設 国 債 （ 兆 円 ） 7 5 ． 2 8 1 二 4 8 6 ． 5 9 1 ． 4 9 6 ． 8 1 0 1 ． 8 約 1 0 6

合 　 　 計 （ 兆 円 ） 1 3 4 ． 4 1 4 5 ． 1 1 5 1 ． 8 1 5 6 ． 8 1 6 0 ． 9 1 ＿6 6 ・ 3 約 1 6 8

公

債

発

行

額

特 例 国 債 く 千 億 円 ） 6 0 ． 0 5 0 ． 1 2 5 ． 4 9 ． 6 ． 2 ． 1 0 0

建 設 国 債 （ 千 億 円 ） 6 3 ． 0 6 2 ． 5 6 8 ． 8 6 2 ． 0 6 4 ． 3 6 3 ． 4 5 3 ． 4

公 債 依 存 度 （ ％ ） 2 3 ． 2 2 1 ． 0 1 6 ． 3 1 1 ． ．6 1 0 ． 1 1 0 ． 6 7 ． 6

（備考）1．公債残高は大蔵省「財政改革を考える」等により作成。

2．公債発行額、公債依存度は大蔵省「決算の説明」等により作成。

3．平成2、3年度の特例国債残高には臨時癖別公債残高を含む。

4．公債残高の平成3年度は見込み。

5．公債発行額、公債依存度は平成2年度まで決算、平成3年度は当初予算。
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8．　日、　米の公定歩合

年、　 月‾

公　 定　 歩　 合

日本 米国

60年 1月 5．00

4．50

8．00

2月
3月
4月

l
5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

61年 1月

7．50

7．00

2 月 1

3 月 4．00

4 月 3．50

3．00

6．50

5 月

6月

1

7 月 6．00

8 月

9月

10月

11月

5．50

6．00

12月
紀年1月

l
2 月

3 月

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

10月

11月

12月

2．50

年、　 月

公　 定　 歩 ＿合’

日本 米国

63年 1月

2月

3月

4 月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

元年 1月

2月

3月 r

4 月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

3．25

3．75

6．50

7．00

0．50

11月 1

12月 4．25

2年1月
2月

l
3 月

4 月

5 月

0 月 ＿

7 月

8 月

9 月

10月

11月

12 月

5．2 5

6．0 0

（備考）1．経済企画庁「海外経済データ」等により作成。
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（単位：％）

年 、　 月

公　 定　 歩　 合

日 本 米 国

l

3 年 1 月

5 ．50

1

2 月 6 ．0 0

3 月 1

4 月

5 月

6 月

7 月

5 ．50

5 ．0 0

9月
10月

l
1 1 月 5．0 0

1
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9．　Eヨ、　米のマネ－・サプライ残高イ申こド率
（前年同期比：％）

6 0 ／1 －3 4 「6 7 －9 ・ 1 0 －1 2 6 1 ／ト 3 4 －6 7 －9 1 0 －1 2

日 本 7 ．9 8 ．3 8 ．3 9 ．0 9 ．0 8 ．5　 ′ 8 ．8 8 ．3

米 国 9 ．1 8 ．5 9 ．3 8 ．7 6 ．9 8 ．0 8 ．5 9 ．2 ‾

】

6 2 ／ト 3 4 －6 7 －9 1 0 －1 2 6 3 ／ト 3 4 －6 7 －9 1 0 －1 2

日 本 8 ．8 ．， 1 0 ．0 1 0 ．8 1 1 ．8 1 2 ．1 ・ 1 1 ．3 1 0 ．9 1 0 ．6

米 国 9 ．4 7 ．5 5 ．5 4 ．3 4 ．3 5 ．6 5 ．5 5 ．2

元 ／1 －3 4 －6 7 －9 1 0 －1 2
2 ノ1 －3

4 －6 7 －9 1 0 －1 2

日 本 1 0 ．3 9 ．7 9 ．7 1 0 ．0 1 1 ．7 1 3 ．0 1 2 ．0 1 0 ．0

米 国 4 ．2 2 ．7 3 ．‾7 4 ．7 5 ．7 6 ．2 5 ．2 3 ．8

3 ／ト 3 4 －6 7 －9

日 本 6 ．0 3 ．7 2 ．8

米 国 3 ．1 3 ．4 2 ．5

（備考）1．日本銀行「経済統計年報J等により作成。

2．日本はM2＋CD、米国はM2。
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1　0．　労働力需給関係の字旨標
（賃金と労働生産性は前年同期比、％）

」　 壷
度

60 61 62 63 亮

完 全 失 業 率 （％ ） 2 ．6 2 ．8 2 ．8 2 ．4 2．2

有 効 求 人 倍 率 （倍 ） 0 ．6 7 0 ．6 2 0 ．7 6 1．0 8 1．30 1．43

［ 賃 金

3 ．1 2．3 2．O r 3．8 4 ．2 4 ．6

労 働 生 産 性 （マンベース）

［

4 ．2 6 2．1 2 3．6 1 4 ．2 1 2 ．4 8 3 ．5 3

－　 ・〝 （マンアワーベーカ

l
l

4 ．5 4 2．5 0 2．67 5 ．14 3 ．6 5 4 ．87

四 半 期

壷／4 －6
7－9 1 0 －12 3／ト 3 4 －6 7 －9

完 全 失 業 率 （％ ） 2 ．1 2．1 2．1 2 ．1 2 ．1 2．2

有 効 求 人 倍 率 （倍 ） 1．4 0 1．44 1．43 1．4 6 1 ．4 4 1．3 8

貸　　 金 5 ．4 4 ．3 4 ．9 3 ．4 3．8
4．寧 ：

労 働 生 産 埠 （マンベース） 4 ．3 2 3 ．36 2 ．60 4 ．0 3 2 ．5 1 2．2 2

〝　 （マンアワーベース） 5 ．0 3 4 ．6 7 3 ．9 5 6．由 4 ．74 4 ．4 6

● （備考）1．完全失業率、就業者数は、総務庁「労働力調査」により作成。

2．有効求人倍率は、労働省「職業安定業務統計」により作成。

3．賃金（現金給与総額）、総労働時間指数は、労働省「毎月勤労統計調査」

（事業所規模30人以上）により作成。

4．労働生産性は、マンペース：実質GNP／就業者放、マンアワーベース：

実質GNP／（就業者数×総労働時間指数）とした。
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